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○ 道路交通法（昭和３５年６月２５日法律第１０５号） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一から九まで （略） 

十 原動機付自転車 原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車であつて次に掲げるもののう

ち、軽車両、移動用小型車、身体障害者用の車、遠隔操作型小型車及び歩行補助車等以外のものをいう。 

イ 内閣府令で定める大きさ以下の総排気量又は定格出力を有する原動機を用いる車（ロに該当するものを除

く。） 

ロ 車体の大きさ及び構造が自転車道における他の車両の通行を妨げるおそれのないものであり、かつ、その運

転に関し高い技能を要しないものである車として内閣府令で定める基準に該当するもの 

十一から二十三まで （略） 

２及び３ （略） 

（通行区分） 

第十七条 車両は、歩道又は路側帯（以下この条及び次条第一項において「歩道等」という。）と車道の区別のある

道路においては、車道を通行しなければならない。ただし、道路外の施設又は場所に出入するためやむを得ない場

合において歩道等を横断するとき、又は第四十七条第三項若しくは第四十八条の規定により歩道等で停車し、若し

くは駐車するため必要な限度において歩道等を通行するときは、この限りでない。 

２ （略） 

３ 特定小型原動機付自転車（原動機付自転車のうち第二条第一項第十号ロに該当するものをいう。以下同じ。）、

二輪又は三輪の自転車その他車体の大きさ及び構造が自転車道における他の車両の通行を妨げるおそれのないも

のとして内閣府令で定める基準に該当する車両（これらの車両で側車付きのもの及び他の車両を牽（けん）引して

いるものを除く。）以外の車両は、自転車道を通行してはならない。ただし、道路外の施設又は場所に出入するた

めやむを得ないときは、自転車道を横断することができる。 

４から６まで （略） 

（左側寄り通行等） 

第十八条 車両（トロリーバスを除く。）は、車両通行帯の設けられた道路を通行する場合を除き、自動車及び一 

般原動機付自転車（原動機付自転車のうち第二条第一項第十号イに該当するものをいう。以下同じ。）にあつて 

は道路の左側に寄つて、特定小型原動機付自転車及び軽車両（以下「特定小型原動機付自転車等」という。）に

あつては道路の左側端に寄つて、それぞれ当該道路を通行しなければならない。ただし、追越しをするとき、第

二十五条第二項若しくは第三十四条第二項若しくは第四項の規定により道路の中央若しくは右側端に寄るとき、

又は道路の状況その他の事情によりやむを得ないときは、この限りでない。 

２ （略） 

（講習） 

第百八条の二 公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる講習を行うものとする。 

一から十四まで （略） 

十五 特定小型原動機付自転車の運転による交通の危険を防止するための講習 

十六 （略） 

２及び３ （略） 

（特定小型原動機付自転車運転者講習等の受講命令） 

第百八条の三の五 公安委員会は、特定小型原動機付自転車の運転に関しこの法律若しくはこの法律に基づく命令の

規定又はこの法律の規定に基づく処分に違反する行為であつて道路における交通の危険を生じさせるおそれのあ

るものとして政令で定めるもの（次条において「特定小型原動機付自転車危険行為」という。）を反復してした者

が、更に特定小型原動機付自転車を運転することが道路における交通の危険を生じさせるおそれがあると認めると

きは、内閣府令で定めるところにより、その者に対し、三月を超えない範囲内で期間を定めて、当該期間内に行わ
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れる第百八条の二第一項第十五号に掲げる講習（次条において「特定小型原動機付自転車運転者講習」という。）

を受けるべき旨を命ずることができる。 

２ （略） 


